
（ 2） 無償資金協力（経済社会開発計画）における贈与資金の効率的な活用のため、進捗が低

調で長期間にわたり贈与資金が相手国口座や調達代理口座に保有されたままとなって

いる事業等を把握した場合において、相手国に対して事業の進捗に向けた効果的な働

きかけを行うことができるよう取組方針を明確に定めるなどして、これらを在外公館

に通知するよう改善の処置を要求し、及びこの通知に基づいて相手国に対する事業の

進捗に向けた効果的な働きかけなどを行うよう意見を表示したもの

会計名及び科目 一般会計 （組織）外務本省 （項）経済協力費

部 局 等 外務本省

無償資金協力
（経済社会開発
計画）の概要

外交政策の遂行上の必要に基づいて迅速に支援表明して機動的に実施

することができる援助形態として、開発途上国からの援助要請に基づ

いて実施される無償資金協力

検査の対象とし
た事業数及びこ
れらの事業に係
る贈与額計

270事業 1214億 2500万円（平成 23年度～30年度）

調達代理契約の
締結等が遅延し
ていて贈与資金
の全額が相手国
口座に保有され
たままとなって
いる事業数及び
これらの事業に
係る贈与資金残
高計⑴

3事業 15億円（平成 30年度末）

進捗が低調で贈
与資金の 50％
以上が調達代理
口座に保有され
たままとなって
いる事業数及び
これらの事業に
係る贈与資金残
高計⑵

12事業 63億 0122万円（平成 30年度末）

⑴及び⑵の計 15事業 78億 0122万円

【改善の処置を要求し及び意見を表示したものの全文】

無償資金協力（経済社会開発計画）における贈与資金の効率的な活用について

（令和元年 10月 29日付け 外務大臣宛て）

標記について、会計検査院法第 36条の規定により、下記のとおり改善の処置を要求し及び

意見を表示する。

記

1 制度の概要

⑴ 経済社会開発計画の概要

貴省は、貧困削減を含む経済や社会の開発に取り組む事業（以下「事業」という。）を実施

する開発途上にある国及び地域（以下「開発途上国」という。）に対し、その事業に必要な資

機材等の調達のための資金の贈与を行う無償資金協力（経済社会開発計画）（平成 27年 5月
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以前はノン・プロジェクト無償資金協力。以下「経済社会開発計画」という。）を実施してい

る。

経済社会開発計画は、開発途上国からの援助要請に基づいて実施される無償資金協力で

あり、外交政策の遂行上の必要に基づいて迅速に支援表明して機動的に実施することがで

きる援助形態として昭和 62年度から活用されている。そして、従来、経済社会開発計画

は、現地事前調査を通じた設計や積算を行わなくても案件形成が可能な要請事業として、

主に重油や銅線等の資材の調達に係る事業が行われてきたが、その後、平成 23年度に東

日本大震災の被災地で製造される工業製品等を供与する取組等が実施されたことなどに伴

い、徐々に建設機材や次世代自動車等の機材を供与対象とする事業の比率が高まり、現在

においてもこの傾向が続いている。

経済社会開発計画の実施に当たって我が国と援助の相手となる開発途上国（以下「相手

国」という。）の間で取り交わす交換公文及び事業実施に係る詳細手続に関する合意議事録

（以下、これらを合わせて「交換公文」という。）によれば、資機材等の調達の事業が効率

的、円滑かつ適切に実施されるよう、相手国は、調達のノウハウを有するとして貴省から

推薦された団体（以下「調達代理機関」という。）と調達代理契約を締結することとされ、調

達代理機関が相手国に代わって資機材等の調達の入札、契約、支払等を実施する方式に

よって事業を行うこととされている。

⑵ 経済社会開発計画の実施の流れ

経済社会開発計画は、交換公文等に基づいて、おおむね次のように行われることとされ

ている（図 1参照）。

① 在外公館は、相手国から事業の要請書の提出を受け、内容の確認を行い、要請書等を

貴省本省に送付する。

② 貴省本省は、送付された要請書等の内容を確認し、妥当と判断した場合には、財務省

と財務実行協議を行った上で、支援の実施計画を内閣に送付する。内閣は閣議決定を行

い、我が国は、当該閣議決定に基づき、相手国に支援の意向を伝え、相手国と交換公文

を締結する。

③ 相手国は、相手国名義の口座（以下「相手国口座」という。）を開設して、貴省本省は贈

与資金を相手国口座に送金する（以下、送金した日を「贈与実施日」という。）。

④ 相手国は、交換公文の発効後、原則 3か月以内に調達代理機関と調達代理契約を締結

する。

⑤ 在外公館及び相手国は、調達代理機関をアドバイザーとする政府間協議会を開催す

る。政府間協議会では、調達する資機材等の具体的な品目を選定するほか、事業を遅延

させる可能性のある問題を特定して解決策の検討等を行う。

⑥ 相手国は、贈与実施日から起算して 12か月以内又は両国政府の関係当局間の相互の

合意により支払の期限が延長された期間内において、相手国口座から調達代理機関の口

座（以下「調達代理口座」という。）に確実に贈与資金の支払を行う。

⑦ 調達代理機関は相手国に代わり、入札等により資機材等の調達契約の相手方となる業

者を決定して調達契約を締結するとともに、調達契約の履行に当たっては、納品を証明

する書類等の調達関係書類を確認するなどして業者に代金の支払を行う。なお、一度に
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全ての資機材等を調達することが困難である場合には、調達契約を複数回に分割して入

札を実施する。

⑧ 調達代理機関は、四半期ごとに入札結果や業者への支払状況等に関する報告書（以下

「四半期報告書」という。）を貴省本省、在外公館及び相手国に提出する。

⑨ 調達代理機関は、全ての資機材等の調達が完了するなどした後に、貴省本省、在外公

館及び相手国に完了報告書を提出する。我が国は提出された完了報告書により事業が完

了したことを確認した後、相手国に対して残余金に係る返還手続を通知し、相手国は残

余金を返還する。

図 1 経済社会開発計画の実施の流れ

①要請

②交換公文の締結
②財務省との協議
　閣 議 決 定

③開設
③送金 相手国

口　座

④調達代理契約

⑥支払調達代理
口　　座

⑦代金の支払

業者

⑦契約の
　履行

⑧四半期報告

⑨完了報告

政府間協議会

◎調達品目・仕様の選定
◎遅延問題の特定・解決策の検討

⑤協議

⑦調達事務
◇入札手続
◇調達契約の締結
◇検収/履行証明

調達代理
機　　関

アドバイザー

⑤参加 ⑤参加

⑧四半期報告

⑨完了報告

我

が

国

相

手

国

（注） 上記の①～⑨は本文の記述に対応している。

⑶ 事業実施状況のモニタリング

貴省本省及び在外公館は、調達代理機関から四半期報告書の提出を受けるとともに、必

要に応じて相手国の事業実施機関からの聞き取りや現地視察を通じてモニタリングを行う

ことになっており、その結果を踏まえて、在外公館は、進捗が低調であるなどの事業が見

受けられた場合には、相手国の事業実施機関等に対して必要な働きかけを行うことになっ

ている。

2 本院の検査及び現地調査の結果

（検査及び現地調査の観点、着眼点、対象及び方法）

本院は、効率性、有効性等の観点から、経済社会開発計画による贈与資金が効率的に活用

されているかなどに着眼して、我が国が 23年度から 29年度までに交換公文を締結した経済

社会開発計画計 270事業（92か国及び 1地域、贈与額計 1214億 2500万円）を対象として、

貴省本省から事業の実施状況に関する調書及び関係資料の提出を受けて、その内容を分析し

たり、 7在外公館
（注 1）

において、相手国が実施した計 25事業（贈与額計 100億円）について、担

当職員から事業のモニタリング等の説明を受けたりするなどして会計実地検査を行った。ま

た、 6か国
（注 2）

においては、貴省の職員の立会いの下に相手国の協力が得られた範囲内で、相手

国の事業実施責任者等から進捗状況の説明を受けるなどして現地調査を行った。

（注 1） 7在外公館 在コートジボワール、在エクアドル、在インドネシア、在キルギス、在

チュニジア、在東ティモール、在ベトナム各日本国大使館
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（注 2） 6か国 エクアドル共和国、インドネシア共和国、キルギス共和国、チュニジア共和

国、東ティモール民主共和国、ベトナム社会主義共和国

（検査及び現地調査の結果）

検査及び現地調査を実施したところ、次のような事態が見受けられた。

⑴ 事業の実施状況及び完了に要した期間

前記の経済社会開発計画 270事業について、30年度末における事業の実施状況をみた

ところ、全ての資機材等の調達が完了したとして調達代理機関から完了報告書が提出され

た事業（以下「完了事業」という。）は 169事業、実施中の事業は 101事業となっていた。

上記の完了事業 169事業について、交換公文締結から完了報告書提出までに要した期間

をみたところ、平均で 2.80年（1,023日。最短 357日、最長 2,390日）となっていた。ま

た、交換公文締結から 1回目の調達契約（以下「第 1回調達契約」という。）が締結されるま

でに要した期間をみたところ、平均で 0.96年（351日。最短 22日、最長 934日）となって

いた。

⑵ 実施中の事業の進捗状況

ア 調達代理契約の締結等が遅延していて贈与資金の全額が相手国口座に保有されたまま

となっている事態

前記のとおり、相手国は、交換公文等に基づき、事業に必要な資機材等の調達のた

め、調達代理機関と調達代理契約を締結して贈与資金を相手国口座から調達代理口座に

支払うこととなっており、調達代理契約の締結は交換公文発効後原則 3か月以内に、贈

与資金の調達代理口座への支払は贈与実施日から起算して 12か月以内に確実に行うこ

ととされており、支払の期限を超過することが見込まれる場合は我が国と相手国との合

意による期限の延長が必要となる。しかし、実施中の 101事業についてみたところ、我

が国とケニア共和国が 28、29両年度に交換公文を締結した 2事業（贈与額計 10億円）で

は、30年度末において交換公文発効日から 945日及び 380日が経過しているのに、同

国内における事務手続の遅延等により、調達代理契約が締結されていなかった。また、

我が国とベトナム社会主義共和国が 28年度に交換公文を締結した 1事業（贈与額 5億

円）では、調達代理契約が締結されていたものの、30年度末において贈与実施日から

740日が経過しているのに、同国内における事務手続の遅延等により、贈与資金が調達

代理口座に支払われていなかった。このため、30年度末において、上記 3事業の贈与

資金の全額である計 15億円が相手国口座に保有されたままとなっていた。

貴省は、相手国に対して、調達代理契約が締結されていない事業については、調達代

理契約を速やかに締結することなどを働きかけ、贈与資金が調達代理口座に支払われて

いない事業については、贈与資金を速やかに調達代理口座に支払うよう働きかけるとと

もに、支払の期限を超過することが見込まれる事業については、相手国と協議して期限

の延長等の手続をとって贈与資金を速やかに調達代理口座に支払うよう働きかけを行う

必要があった。しかし、在外公館は、上記の 3事業について、調達代理契約の締結や相

手国口座から調達代理口座への支払の期限等について認識しておらず、これらの働きか

け十分に実施していなかった。

また、貴省本省が相手国口座に保有されたままとなっている贈与資金の取扱いに係る

対応について定めていなかったことから、在外公館は、相手国との間で、贈与資金の返
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還の可能性を含めた協議を行うことについて検討していなかった。

イ 交換公文締結から長期間が経過しているのに事業の進捗が低調で贈与資金の 50％以

上が調達代理口座に保有されたままとなっている事態

前記 270事業のうち、実施中の 101事業の進捗状況について、交換公文締結から 30

年度末までの経過年数別の贈与資金に対する資機材等の調達による資金の執行割合（以

下「事業執行率」という。）の分布をみると、表のとおりであり、我が国と 11か国
（注 3）

が 25年

度から 27年度までの間に交換公文を締結した 12事業（贈与額計 71億 5000万円）では

30年度末において交換公文締結から 3年以上の期間が経過しているのに事業執行率が

50％未満と事業の進捗が低調となっていて、贈与資金の 50％以上に当たる計 63億

0122万余円が調達代理口座に保有されたままとなっていた。そして、この 12事業にお

ける主な供与対象の種別は、11事業が機材、 1事業が資材となっていた。

表 交換公文締結からの経過年数別の事業執行率（平成 30年度末）

交換公文締結から
の経過年数 事業数

事 業 執 行 率

0％以上
10％未満

10％以上
30％未満

30％以上
50％未満

50％以上
70％未満

70％以上
100％以下

1年以上 2年未満 30 22 4 1 1 2

2年以上 3年未満 30 16 1 1 1 11

3年以上 4年未満 22 6 103 3 0

4年以上 5年未満 13 1 2 2 2 6

5年以上 6 0 1 0 2 3

計 101 42 11 4 12 32

（注） 太枠の箇所は、交換公文締結からの経過年数が 3年以上で事業執行率が 50％未満の 12事
業である。

（注 3） 11か国 アフガニスタン・イスラム共和国、ボスニア・ヘルツェゴビナ、インド

ネシア共和国、キルギス共和国、マダガスカル共和国、ナイジェリア連邦共和

国、フィリピン共和国、セントクリストファー・ネービス、スリランカ民主社会

主義共和国、タイ王国、ウクライナ

ア 調達の各段階に要している期間等

前記のとおり、相手国は交換公文締結後、調達代理機関と調達代理契約を締結して

資機材等の調達を開始することとなるが、進捗が低調となっている 12事業の進捗状

況を確認したところ、 2事業については、30年度末において資機材等の調達契約の

締結に至っておらず、調達代理機関に対する手数料しか支払われていなかった。

また、この調達契約が締結されていない 2事業を除く 10事業について、交換公文

締結から第 1回調達契約が締結されるまでの期間をみたところ、平均で 2.34年（858

日。最短 517日、最長 1,370日）となっていて、完了事業 169事業における同期間の

平均の 0.96年（351日）を大幅に上回っていた。この 10事業について、調達の各段階

に要している期間をみたところ、図 2のとおり、交換公文締結から調達代理契約の締

結までの期間は平均で 142日（最短 7日、最長 421日）、調達代理契約の締結から第 1

回調達契約の入札手続までの期間は平均で 583日（最短 227日、最長 1,267日）、第 1

回調達契約の入札手続から第 1回調達契約の締結までの期間は平均で 133日（最短 53

日、最長 240日）となっていた。
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図 2 進捗が低調となっている 10事業において調達の各段階に要している期間（平均日

数）

133　日583　日142　日

142　日
725　日

858　日

交換公文
締結

第　1　回
調達契約の
入札手続

第　2　回
調達契約の
入札手続等

第　1　回
調達契約の
締結

調達代理
契約の締結

また、前記のとおり、資機材等の調達に当たり、一度に全ての資機材等を調達する

ことが困難な場合には、調達契約を複数回に分割して入札を実施することになる。前

記 10事業のうち、調達契約の入札手続が複数回に分割されている 8事業についてみ

たところ、第 1回調達契約の履行完了時に第 2回調達契約の入札手続が開始されてい

ない事業が 3事業あり、第 1回調達契約の履行完了時からの期間は、30年度末にお

いて、それぞれ 1,374日、321日及び 243日となっていて、多くの時間を要してい

た。

イ 調達に時間を要している要因及びモニタリング等の実施状況

前記のとおり、進捗が低調となっている 12事業のうち 10事業では、調達代理契約

締結から第 1回調達契約の入札手続までの期間や第 1回調達契約の履行完了時から第

2回調達契約の入札手続までの期間に多くの時間を要していた。この主な要因につい

て、貴省は、機材を主な供与対象とする場合は、資材を主な供与対象とする場合に比

べて、調達品目の種類や仕様が多岐にわたり、相手国において、機材の調達品目や仕

様の選定、配置場所の選定に関する意思決定や事務手続に時間を要したり、贈与資金

により資機材等を調達することに加えて、相手国の負担により実施される事業や事業

の実施のために相手国が講ずべき措置を伴う場合が多く、これらの検討や実施に時間

を要したりしたためであるとしている。

そこで、会計実地検査において 7在外公館の担当職員から説明を受けた 25事業に

ついて、貴省が事業の実施状況のモニタリングをどのように行っていたかについてみ

たところ、政府間協議会における協議や在外公館の通常業務を通じて、相手国の事業

実施機関からの聞き取りや現地視察を通じた詳細な状況の把握を行っている事業が見

受けられた一方で、モニタリングの内容が四半期報告書等の確認にとどまっている事

業が見受けられた。

また、上記の 25事業についてのモニタリングの結果を踏まえて、貴省から相手国

に対する働きかけをどのように行っていたかをみたところ、調達手続に時間を要する

ことが見込まれる場合に、相手国の事業実施機関の担当者に対する電話や電子メール

による申入れのほか、国際会議や外交上の機会を通じた申入れ、相手国の事業実施機

関の上位の職にある関係者に対する申入れ、遅延の要因となっている事務を所掌する

関係機関を交えた協議等を実施して、事業の進捗に向けた働きかけを行っていた。

しかし、進捗が低調となっている 12事業において、貴省本省及び在外公館は、相

手国の事業実施機関の担当者に対して電話や電子メールによる申入れを行ったとして

いるものの、相手国の事業実施機関からの聞き取りや現地視察を通じた詳細な状況の

把握及び相手国に対する事業の進捗に向けた効果的な働きかけを十分に行っていな

かった。
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また、貴省本省が調達代理口座に保有されたままとなっている贈与資金の取扱いに

係る対応について定めていなかったことから、在外公館は、相手国との間で、贈与資

金の返還の可能性を含めた協議を行うことについて検討していなかった。

上記の事態について、事例を示すと次のとおりである。

〈事例〉

我が国は、インドネシア共和国（以下「インドネシア」という。）に対して、我が国の優れ

た次世代自動車等の供与を通じて、インドネシアにおける環境負荷の低い次世代自動車の

普及促進を図り、環境分野等での経済社会開発に係る事業を支援することを目的として、

平成 25年 4月にインドネシア政府との間で経済社会開発計画に係る交換公文を締結の

上、26年 3月に 15億円を贈与している。この事業は、ハイブリッド車の購入、排ガス測

定装置等の購入、設置等を行うものであり、インドネシアは、上記機材等の購入、設置等

に際して付加価値税の非課税措置の確保等を行うこととしていた。

この事業の進捗状況について、検査及び現地調査をしたところ、調達代理機関は、事業

実施機関であるインドネシア技術評価応用庁に代わり 26年 12月に第 1回調達契約を締結

して、27年 6月に、上記機材等のうちハイブリッド車 40台を調達（調達額計 1億 4921万

余円）していた。しかし、排ガス測定装置等については、仕様の選定及び装置等を格納す

る建屋を建設するための土地の選定に時間を要したり、建屋の建設に関する付加価値税の

非課税措置が確保できなかったりしたなどのため、調達契約入札手続が開始されておら

ず、交換公文締結から 5年 10か月が経過した 30年度末における事業執行率は 12.42％に

とどまっていて、調達代理口座に贈与資金残高 13億 1365万余円が保有されたままとなっ

ていた。そして、事業終了までの具体的な日程は未定のままとなっていた。

在インドネシア日本国大使館は、上記の事業が進捗していない状況を把握して、インド

ネシア技術評価応用庁の担当者に対して、定期的に事業の進捗に向けた働きかけを行うな

どしたところ、上記仕様の選定が完了するなど一定の進捗はみられたとしている。しか

し、同大使館は、非課税措置を所掌するインドネシア財務省を交えて、付加価値税の非課

税措置に係る協議を行うなどの効果的な働きかけを十分に行っていなかった。

（改善を必要とする事態）

貴省において、経済社会開発計画の実施に当たり、調達代理契約の締結等が遅延していて

贈与資金の全額が相手国口座に保有されたままとなっていたり、交換公文締結から長期間が

経過しているのに事業の進捗が低調で贈与資金の 50％以上が調達代理口座に保有されたま

まとなっていたりしていて、贈与資金が効率的に活用されていない事態は適切ではなく、改

善の要があると認められる。

（発生原因）

このような事態が生じているのは、機材を主な供与対象とする事業が増加したことによ

り、相手国において、機材の調達品目や仕様の選定、配置場所の選定、相手国の負担により

実施される事業等の実施に時間を要するものが見受けられるようになっている中で、貴省本

省において、事業のモニタリングの実施に当たり、進捗が低調となっている事業を把握した

場合における、在外公館の取組方針を明確にしていないこと、事業の進捗が低調で長期間に

わたり保有されたままとなっている贈与資金の取扱いに係る対応についての検討等を十分に

行っていないことなどによると認められる。
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3 本院が要求する改善の処置及び表示する意見

貴省は、経済社会開発計画を、迅速に支援表明して機動的に実施することができる援助形

態として、引き続き外交政策の必要に基づいて活用することとしており、また、我が国の優

れた機材の供与を通じて開発途上国の経済社会開発努力を支援することとしていることか

ら、今後も多額の資金を開発途上国に対して贈与することが見込まれる。そして、経済社会

開発計画の援助効果を早期に発現させて、開発途上国における貧困削減を含む経済や社会の

開発に資するためには、相手国において、贈与資金により速やかに資機材等を調達する事業

が実施されることが肝要である。

ついては、貴省において、経済社会開発計画における贈与資金が効率的に活用されるよ

う、次のとおり改善の処置を要求し及び意見を表示する。

ア 事業のモニタリングの実施に当たり、進捗が低調で長期間にわたり贈与資金が相手国口

座や調達代理口座に保有されたままとなっている事業又はそのおそれがあると認められる

事業を把握した場合において、相手国に対して事業の進捗に向けた効果的な働きかけを行

うことができるよう取組方針を明確に定めるとともに、必要に応じて、相手国との間で、

贈与資金の返還の可能性を含めた協議を行うことができるよう贈与資金の取扱いに係る対

応について定めて、これらを在外公館に通知すること（会計検査院法第 36条の規定により

改善の処置を要求するもの）

イ 調達代理契約の締結等が遅延していて贈与資金の全額が相手国口座に保有されたままと

なっている 3事業及び交換公文締結から長期間が経過しているのに進捗が低調で贈与資金

の 50％以上が調達代理口座に保有されたままとなっている 12事業について、アの通知に

基づいて、相手国に対する事業の進捗に向けた効果的な働きかけや、必要に応じて、相手

国との間で贈与資金の返還の可能性を含めた協議を行うこと（同法第 36条の規定により意

見を表示するもの）
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